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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社 100％出資の連結子会社である JNS 管理サービス株

式会社を吸収合併することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

なお、本合併は、100％子会社の吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示して

おります。 

記 

１．合併の目的 

JNS 管理サービス株式会社は、三菱 UFJ ニコス株式会社から個別信用購入あっせん事業等を承継

するにあたり設立され、平成 20 年４月１日に株式譲渡により当社子会社となりました。 

同社は、新規取り扱いは行わず、承継債権の回収とカスタマーサービスに特化した営業活動を

行っておりましたが、承継後４年以上経過し債権残高は大幅に縮小いたしました。 

 こうしたことから今般、業務効率の向上と経営資源の有効活用を図るため同社を吸収合併する

ことといたしました。 

 

２．合併の主旨 

（１）会社合併の日程 

  合併決議取締役会       平成 24 年９月 21 日 

  合併契約締結         平成 25 年２月（予定） 

  合併期日（効力発生日）    平成 25 年４月１日（予定） 

なお、本合併は、当社においては会社法第 796 条第３項に定める簡易合併であり、JNS 管理

サービス株式会社においては、会社法第 784 条第 1 項に定める略式合併であるため、それぞ

れ合併契約承認株主総会を開催いたしません。 

（２）合併方式 

当社を存続会社、JNS 管理サービス株式会社を消滅会社とする吸収合併方式で、JNS 管理サ

ービス株式会社は解散します。 

 



 

（３）合併に係る割当の内容 

   本合併は完全親子会社間で行われるため、本合併に際して、株式の割当その他の対価の交

付は行いません。 

（４）消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

消滅会社は、新株予約権および新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

３．会社合併当事者の概要 

（１）商号 株式会社ジャックス 

（存続会社） 

JNS 管理サービス株式会社

（消滅会社） 

（２）本店所在地 （本部所在地） 

東京都渋谷区恵比寿４-１-18 

東京都渋谷区恵比寿４-１-18 

（３）代表者の役職・氏名 取締役社長 板垣 康義 代表取締役 岩村 友雄 

（４）事業内容 包括信用購入あっせん、個別信用購入

あっせん、融資、信用保証業務等 

個別信用購入あっせん事業、割賦債権

買い取りおよび譲渡業務、保証業務、

リースおよびリースの代行業務等 

（５）資本金 16,138 百万円 20 百万円 

（６）設立年月日 昭和 29 年６月 29 日 平成 19 年 12 月３日 

（７）発行済株式数 175,395,808 株 20 株 

（８）決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（９）大株主および持株比率 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 20.0％

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社 

(信託口）         10.9％ 

第一生命保険株式会社     3.9％

明治安田生命保険相互会社   3.6％

ジャックス共栄会       2.7％

株式会社ジャックス    100％ 

（10）直前事業年度の財政状態および経営成績（平成 24 年３月期） 

純資産 111,348 百万円（連結） 7,007 百万円

総資産 2,725,816 百万円（連結） 16,849 百万円

１株当たり純資産 636.17 円（連結） 350 百万円

営業収益 107,384 百万円（連結） 875 百万円

営業利益 10,972 百万円（連結） △1,161 百万円

経常利益 13,271 百万円（連結） △1,149 百万円

当期純利益 6,822 百万円（連結） △1,150 百万円

１株当たり純利益 38.97 円（連結） △57 百万円

 

 

 

 



 

４．本合併後の当社の状況 

  商号、事業内容、本店所在地、代表者の役職、資本金および決算期いずれも本合併に 

 よる影響はありません。 

 

５．今後の見通し 

  本合併は、100％連結子会社との合併であるため、連結業績へ与える影響は軽微であり 

 ます。 

以 上 

 


